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調査概要

（調査対象）
全ての公私立幼稚園及び都道府県・市町村（悉皆調査）
※調査回答園数 12,552園（公立：4,638園、私立：7,914園）
※全ての公私立幼稚園（平成２４年度学校基本調査（H24.5.1））に占める

調査回答園の割合 95.7％（公立：94.2％、私立：96.5％）
※調査回答都道府県数 47都道府県、1,742市町村（特別区を含む）

（調査基準日）
平成２４年５月１日（一部調査においては別途設定）

１．市町村における公私立幼稚園及び保育所の設置状況
２．公私立幼稚園に係る行政窓口
３．幼稚園と保育所の施設の共用化状況
４．幼児教育に関する政策プログラムの策定状況
５．幼稚園教員の研修の実施状況
６．幼稚園教員の採用・人事交流等の実施状況
７．幼稚園教諭免許と保育士資格の併有状況
８．市町村ごとの幼小接続の状況
９．幼稚園における保育所及び小学校との連携状況
１０．幼稚園における子育て支援活動実施状況
１１．預かり保育に関する実施状況

（調査項目）
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幼稚園・保育所
ともに設置

78.8%(1373)

１．市町村における公私立幼稚園及び保育所の設置状況

（１）市町村における幼稚園・保育所の設置状況

幼稚園・保育所がともに設置されている市町村は78.8％ （1,373市町村）であった。

幼稚園・保育所がともに設置されていない市町村は1.5％ （27市町村）であった。
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設置されて
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保育所のみ

設置されて

いる

幼稚園・保

育所ともに

未設置

H１７年度 H１８年度 H１９年度 H２０年度 H２２年度 H２４年度

幼稚園・保育所ともに設置されている 72.7% (1,744) 79.1% (1,457) 78.2% (1,428) 78.7% (1,425) 78.9% (1,381) 78.8% (1,373)

幼稚園のみ設置されている 3.0% (73) 1.6% (30) 2.4% (44) 1.8% (33) 1.5% (27) 1.5% (26)

保育所のみ設置されている 22.6% (543) 17.7% (327) 18.0% (328) 18.1% (328) 17.9% (313) 18.1% (316)

幼稚園・保育所ともに未設置 1.7% (40) 1.6% (29) 1.5% (27) 1.4% (25) 1.7% (29) 1.5% (27)

幼稚園・保育所の設置状況（H24） 幼稚園・保育所の設置状況の推移（H17～H24）

（ ）内は市町村数

市町村規模
合計

5千人未満 5千～１万人 1～5万人 5万人以上

幼稚園・保育所とも
に設置されている

24.2% 
(64)

62.1% 
(157)

89.2% 
(605)

100.0% 
(547)

78.8% 
(1,373)

幼稚園のみ設置さ
れている

6.1%
(16)

2.8%
(7)

0.4% 
(3) - 1.5% 

(26)

保育所のみ設置さ
れている

59.5% 
(157)

35.2% 
(89)

10.3% 
(70) - 18.1%

(316)

幼稚園・保育所とも
に未設置

10.2% 
(27) - - - 1.5%

(27) （ ）内は市町村数

（ ）内は市町村数

保育所のみ
設置

18.1%(316)

幼稚園・保育所
ともに未設置

1.5%(27)

幼稚園のみ
設置

1.5%(26)

母数：市町村総数
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公立・私立

ともに設置

37.0%
（518）

公立のみ

設置

25.7%
（360）

私立のみ

設置

37.2%
（521）

（２）幼稚園設置市町村における公立・私立幼稚園の設置状況

幼稚園が設置されている市町村における公私の割合は、「私立のみ設置」が37.2％ （521市町村）と最も多
く、「公立のみ設置」が25.7％ （360市町村）、「公立・私立ともに設置」が37.0％ （518市町村）となっている。

公立・私立幼稚園の設置状況（H24） 公立・私立幼稚園の設置状況の推移（H17～H24）

H１７年度 H１８年度 H１９年度 H２０年度 H２２年度 H２４年度

公・私立幼稚園
ともに設置

30.9% (562) 37.3% (554) 37.2% (548) 38.3% (558) 37.6% (529) 37.0% (518)

公立幼稚園のみ
設置

35.3% (642) 28.4% (423) 28.1% (414) 27.0% (393) 26.3% (370) 25.7% (360)

私立幼稚園のみ
設置

33.7% (613) 34.3% (510) 34.6% (510) 34.8% (507) 36.2% (509) 37.2% (521)

（ ）内は市町村数

（ ）内は市町村数

市町村規模
合計

5千人未満 5千～１万人 1～5万人 5万人以上

公・私立幼稚園
ともに設置

5.0% 
(4)

6.1%
(10)

28.6% 
(174)

60.3% 
(330)

37.0%
(518)

公立幼稚園のみ
設置

81.3%
(65)

62.2%
(102)

28.0%
(170)

4.2%
(23)

25.7%
(360)

私立幼稚園のみ
設置

13.8%
(11)

31.7%
(52)

43.4%
(264)

35.5%
(194)

37.2%
(521)

（ ）内は市町村数

母数：幼稚園設置市町村総数
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２．公私立幼稚園に係る行政窓口

（１）都道府県における幼稚園の行政窓口

都道府県における幼稚園の行政窓口は、

「公立は教育委員会、私立は首長部局」が 91.5％（43都道府県）と最も多い。
「公立・私立ともに教育委員会」であるのは 4.3％（2 都道府県）。
「公立・私立ともに首長部局」であるのは 4.3％（2 都道府県）。

（ ）内は都道府県数

公立は教育委員会、
私立は首長部局

91.5%(43)

都 道 府 県

公立・私立とも
教育委員会

4.3%(2)
公立・私立とも

首長部局
4.3%(2)

母数：都道府県総数
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市町村規模
合計

5千人未満 5千～１万人 1～5万人 5万人以上

公立・私立と
も教育委員会

－
30.0% 

(3)
32.8%

(57)
31.2%
(103)

31.5%
(163)

公立・私立と
も首長部局

25.0% 
(1) －

6.9%
(12)

10.9%
(36)

9.5%
(49)

公立は教育委員会、
私立は首長部局 －

20.0%
(2)

12.6%
(22)

17.9%
(59)

16.0%
(83)

その他※1
75.0% 

(3)
50.0%

(5)
47.7%

(83)
40.0%
(132)

43.1% 
(223)

（ ）内は市町村数

母数：公・私立幼稚園設置市町村総数

（２）市町村における幼稚園の行政窓口

市町村における幼稚園の行政窓口は、

公立・私立幼稚園が設置されている市町村では、「その他」を除けば、「公立・私立とも教育委員会」が 31.5％(163
市町村）で最も多い。

公立幼稚園のみ設置されている市町村では、「教育委員会」が 93.1％ （335市町村）で最も多い。
私立幼稚園のみ設置されている市町村では、「教育委員会」が 49.5％ （258市町村）で最も多い。

市 町 村

公立・私立幼稚園を設置している市町村（518市町村） 公立幼稚園のみ（360市町村）

私立幼稚園のみ（521市町村）

（ ）内は市町村数

市町村規模
合計

5千人未満 5千～１万人 1～5万人 5万人以上

教育委員会
95.4%

(62)
95.1%

(97)
94.1%
(160)

69.6%
(16)

93.1%
(335)

首長部局
4.6%

(3)
3.9%

(4)
4.1%

(7)
21.7%

(5)
5.3%
(19)

その他※2 －
1.0%

(1)
1.8%

(3)
8.7%

(2)
1.7%

(6)

（ ）内は市町村数

（ ）内は市町村数

市町村規模

合計
5千人未満 5千～１万人 1～5万人 5万人以上

教育委員会
81.8%

(9)
61.5% 
(32)

58.3% 
(154)

32.5% 
(63)

49.5% 
(258)

首長部局
9.1%

(1)
11.5%

(6)
16.3% 
(43)

47.4% 
(92)

27.3% 
(142)

その他※1
9.1%

(1)
26.9% 
(14)

25.4% 
(67)

20.1% 
(39)

23.2% 
(121)

（ ）内は市町村数

（ ）内は市町村数

教育委員会
93.1%(335)

首長部局
5.3%(19)

その他※2
1.7%(6)

教育委員会
49.5%
(258)

首長部局
27.3%
(142)

その他※1
23.2%
(121)

その他※1
43.1%(223)

公立・私立とも
教育委員会
31.5%(163)

公立・私立とも
首長部局
9.5%(49)公立は教育委員会、

私立は首長部局
16.0%(83)

母数：公立幼稚園設置市町村総数

母数：私立幼稚園設置市町村総数
※1 その他は、市町村内に私立幼稚園があるが、私立の窓口がない等の場合。

※2 その他は、業務内容によって担当部局が分かれている等の場合。
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３．幼稚園と保育所の施設の共用化状況

（平成２４年５月１日現在）

幼稚園と保育所の共用化施設（認定こども園を除く）は、私立は微減したものの、全体としては、年々増加傾
向にあり、２４年５月１日現在で531か所であった。

161 155
171

216

304

355

402

444
471

511
531

105 98 105
129

172
197

217 227 234
266 288

56 57 66
87

132
158

185
217

237 245 243

0

100

200

300

400

500

600

平成12

年

13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 22年 24年

計 公立 私立

共用化施設数の推移

幼稚園と保育所の共用化施設数
（か所）

公 立 私 立 計

合 築 196（176） 89（96） 285（272）

併 設 28（24） 20（21） 48（45）

同一敷地内 64（66） 134（128） 198（194）

計 288（266） 243（245） 531（511）

（単位：か所）

※（ ）内は、平成22年5月1日現在の数

※認定こども園の認定を受けた施設を除く
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4 ．幼児教育に関する政策プログラム策定状況

幼児教育に関する政策プログラムの策定状況について 「２３年度までに策定済み」と回答したのは、

都道府県では87.2%（41都道府県）、
幼稚園が設置されている市町村では26.0％（364市町村）、
幼稚園が設置されていない市町村では7.9％（27市町村）だった。

87.2% (41)

26.0% (364)

7.9% (27)

4.3% (2)

1.4% (20)

0.3% (1)

2.1% (1)

7.5% (105)

2.6% (9)

6.4% (3)

65.0% (910)

89.2% (306)

0% 25% 50% 75% 100%

都道府県

(47都道府県)

幼稚園設置市町村

(1399市町村)

幼稚園未設置市町村

(343市町村)

２３年度までに策定済み

２４年度中に策定予定

２５年度以降策定予定

未定（「策定しない」を含む。）

（ ）内は、団体数
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78.7%   (48)

62.3%   (33)

90.2%   (55)

75.0%   (36)

21.3%     (13)

37.7%   (20)

9.8%   (6)

25.0%    (12)

0% 25% 50% 75% 100%

a:新規採用教員研修

b:10年経験者研修

c:ａ・ｂ以外の教員研修

d:園長への研修

私立幼稚園の参加あり

私立幼稚園の参加なし

（61団体）

（53団体）

（61団体）

（48団体）

５ ．幼稚園教員の研修の実施状況

（ ）内は団体数

（１）都道府県・指定都市が行う幼稚園教員対象の研修の実施状況

（平成２３年度実績）

公立幼稚園の教諭等（教諭、助教諭、講師）に対して研修の実施が義務づけられている新規採用教員研
修及び10年経験者研修を実施した団体はそれぞれ61団体、53団体であった（未実施の団体は対象となる
公立幼稚園の教諭等がいなかった）。そのうち、私立幼稚園の教員も参加した団体はそれぞれ48団体
（78.7％）、33団体（62.3％）であった。

新規採用教員研修及び10年経験者研修以外の教員研修を実施した団体は61団体、うち私立幼稚園の教
員も参加した団体は55団体（90.2％）となっている。また、園長への研修を実施した団体は48団体、うち私
立幼稚園の園長も参加した団体は36団体（75.0％）であった。
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（２）新規採用教員研修の状況

① 実施要項等で示されている研修日数（研修を実施した都道府県・指定都市の平均）

9.0日園内 園外 8.8日

② 園内、園外での研修項目（複数回答）
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0 22 44 66
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障害のある幼児の理解

安全に関する指導

食育（給食指導を含む）

公務員倫理（ｾｸｼｬﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄを含む）

社会性

対人関係能力（ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力）

家庭・地域との連携

小学校教育との連携

子育て支援への対応

学級運営

学校経営

その他

園 内 実 施 園 外 実 施

母数：47都道府県数及び19指定都市（66団体）
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56
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34
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指導計画の作成

５領域を踏まえた総合的指導

環境の構成

幼児理解

カウンセリング

障害のある幼児の理解

安全に関する指導

食育（給食指導を含む）

公務員倫理（ｾｸｼｬﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄを含む）

社会性

対人関係能力（ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力）

家庭・地域との連携

小学校教育との連携

子育て支援への対応

学級運営

学校経営

その他

（団体） （団体）

母数：47都道府県数及び19指定都市（66団体）
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（３）合同研修の実施状況

都道府県（指定都市を含む） 市町村（指定都市を除く）

母数：47都道府県数及び19指定都市（66団体） 母数： 市町村のうち19指定都市を除く（1,723市町村）

（ ）内は団体数 （ ）内は市町村数

公
幼

私
幼

保 小：公立幼稚園教員 ：私立幼稚園教員 ：公私立保育所保育士 ：小学校教員

私
幼

公
幼

公
幼

公
幼

公
幼 保

公
幼

公
幼

公
幼

私
幼

私
幼 小

小保

保

保

小

小

私
幼

11

51.5% (34)

16.7%  (11)

28.8% (19)

53.0% (35)

19.7%  (13)

9.1%  (6)

56.1% (37)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立幼稚園教員・私立幼稚園教員

公立幼稚園教員・公私立保育所保育士

公立幼稚園教員・小学校教員

公立幼稚園教員・私立幼稚園教員・

公私立保育所保育士

公立幼稚園教員・私立幼稚園教員・

小学校教員

公立幼稚園教員・公私立保育所保育士・

小学校教員

公立幼稚園教員・私立幼稚園教員・

公私立保育所保育士・小学校教員

2.7%  (47)

15.4%  (266)

20.5%  (354)

5.8%  (100)

0.3%  (6)

11.8%  (203)

9.9%  (170)

0% 20% 40% 60% 80% 100%



62.4% (148)
66.8% (213) 74.5% (263)

2.1% (5) 1.3% (4) 0.6% (2)
0%

20%
40%
60%
80%

100%

19年度 21年度 23年度

保育士資格併有

を受験資格とし

た団体

小学校教諭免許

併有を受験資格

とした団体

６ ．幼稚園教員の採用・人事交流等の実施状況

（１）幼稚園教員の採用選考の状況（平成２３年度）

幼稚園教員採用選考を実施したのは、353団体であった。そのうち、
幼稚園教諭免許と保育士資格を併有していることを受験資格とした団体は263団体（74.5％）、
幼稚園教諭免許と小学校教諭免許を併有していることを受験資格とした団体は2団体（0.6％）であった。

割合（団体数）

保育士資格併有を受験資格とした団体 74.5%（ 263 ）
小学校教諭免許併有を受験資格とした団体 0.6% （ 2 ）

母数：採用選考を実施した地方公共団体（353団体）

（２）幼稚園と保育所・小学校との人事交流等の状況（平成２４年度）

「長期派遣研修」等の制度を活用して、１年以上の期間、小学校教諭が幼稚園に勤務する、又は幼稚園
教員が小学校等に勤務する形の交流を行った団体は15団体（0.8％）であった。

割合（団体数）

（ア） 平成２４年度当初の異動発令による人事交流

（a）県費負担小学校教員と市町村費負担幼稚園教員の人事交流 1.0% (18)

（b）市町村費負担小学校教員と市町村費負担幼稚園教員の人事交流 0.2% (4)

（c）市町村内の幼稚園教員と保育所保育士の人事交流 16.5% (287)

（イ） （ア）によらない場合で、「長期派遣研修」等の制度を活用して、１年以上の期間、小学校教
諭が幼稚園に勤務する、又は幼稚園教員が小学校等に勤務する形の交流

0.8% (15)

（ウ） （ア）及び（イ）によらない場合で、夏季休業期間などを活用して、１年未満の期間の範囲内
で、小学校教員が幼稚園に勤務する、又は幼稚園教員が小学校等に勤務する形の交流

0.6% (10)

母数：（ア）指定都市を含む市町村（1,742団体） （イ）（ウ）1,742市町村及び47都道府県 （1,789団体）

（ ）内は団体数

（ ）内は団体数

母数：各年度の採用選考を実
施した地方公共団体

（H19:237  H21:319  H23:353）

（ ）内は団体数
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７．幼稚園教諭免許と保育士資格の併有状況

幼稚園の園長・教頭・教諭のうち幼稚園教諭免許と保育士資格を併有している者の割合は、
全体で73.8％であった。（公私別では、公立：72.9％、私立：74.1％）

幼稚園教員（園長・教頭・教諭）に係る幼稚園教諭免許と保育士資格の併有率

13

公立 私立 計

園長

普通免許状保持者(人) 2,889 3,788 6,677 

うち保育士資格保持者(人) 1,958 1,570 3,528 

併有率 67.8% 41.4% 52.8%

教頭
+

教諭

普通免許状保持者(人) 20,338 78,454 98,792 

うち保育士資格保持者(人) 14,966 59,371 74,337 

併有率 73.6% 75.7% 75.2%

園長
+

教頭
+

教諭

普通免許状保持者(人) 23,227 82,242 105,469 

うち保育士資格保持者(人) 16,924 60,941 77,865 

併有率 72.9% 74.1% 73.8%



ステップ０

10.7%（187） ステップ１

8.7%（151）

ステップ２

62.1%（1082）

ステップ３

13.8%（240）

ステップ４

3.2%（55）

幼稚園・保育所

ともに未設置

1.5%（27）

８ ．市町村ごとの幼小接続の状況

各市町村における幼稚園・保育所の学校教育・保育と小学校教育との連携・接続の状況については、「ステッ
プ２」が62.1％（1,082市町村）と最も多く、「ステップ３」、「ステップ０」、「ステップ１」、「ステップ４」と続く。

連携から接続へと発展する過程のおおまかな目安

（幼児期の教育と小学校教育の円滑な接続の在り
方について（平成２２年１１月１１日 幼児期の教育
と小学校教育の円滑な接続の在り方に関する調査
研究協力者会議））

ステップ０：連携の予定・計画がまだ無い。

ステップ１：連携・接続に着手したいが、まだ検討中
である。

ステップ２：年数回の授業、行事、研究会などの交
流があるが、接続を見通した教育課程
の編成・実施は行われていない。

ステップ３：授業、行事、研究会などの交流が充実
し、接続を見通した教育課程の編成・実
施が行われている。

ステップ４：接続を見通して編成・実施された教育課
程について、実施結果を踏まえ、更によ
りよいものとなるよう検討が行われてい
る。

（ ）内は市町村数

母数：市町村総数
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51.7% (2,397)

92.7% (4,301)

54.0% (2,504)

90.3% (4,190)

18.4% (1,456)

66.0% (5,226)

22.9% (1,810)

61.5% (4,867)

30.7% (3,853)

75.9% (9,527)

34.4% (4,314)

72.2% (9,057)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保育所及び小学校との交流

保育所又は小学校との交流

保育所との交流

小学校との交流

公立

私立

合計

54.3% (2,518)

98.0% (4,544)

56.5% (2,622)

95.7% (4,438)

11.8% (936)

67.8% (5,369)

15.4% (1,222)

64.2% (5,079)

27.5% (3,454)

79.0% (9,913)

30.6% (3,844)

75.8% (9,517)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保育所及び小学校との交流

保育所又は小学校との交流

保育所との交流

小学校との交流

公立

私立

合計

９．幼稚園における保育所及び小学校との交流状況

（１）幼児と児童の交流状況

（２）教員同士、教員と保育士の交流
母数：調査回答園数（公立：4,638園、私立：7,914園、合計：12,552園）

（ ）内は実施園数

（ ）内は実施園数

母数：調査回答園数（公立：4,638園、私立：7,914園、合計：12,552園）

保育所又は小学校の幼児や児童と交流を行った幼稚園は、全体の79.0％であった。
（公立：98.0%、私立67.8%）

保育所又は小学校の保育士や教員との交流を行った幼稚園は、全体の75.9％であった。
（公立：92.7%、私立66.0%）
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63.8% (2,957)

40.8% (3,230)

49.3% (6,187)

36.2% (1,681)

59.2% (4,684)

50.7% (6,365)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立

私立

合計

教育課程の編成に関し、

小学校と連携した

教育課程の編成に関し、

小学校と連携しなかった

（３）教育課程の編成に関する工夫の状況

（ ）内は実施園数
母数：調査回答園数

平成２４年度の教育課程の編成にあたり、小学校と情報交換をするなどの連携をした幼稚園は、全体の
49.3％であった。
（公立：63.8%、私立40.8%）

・毎月、園・学校だよりなどの資料を小学校と交換する際、意見交換を行う。

・卒園した子どもの授業の様子を見たり小学校での生活の様子を聞いたりしながら、小学校において大事な
態度の育成について話し合う。
・小学校との交流活動に際して、ともに事前の打合せや事後の反省を行う。
・小学校・幼稚園の教師が互いに授業・保育を参観し、教育の在り方や子どもの発達について話し合う。

・学校関係者評価の評価者や学校評議員として教職員が小学校に関わり、又は小学校教職員に幼稚園に関
わってもらう。
・教育委員会等が主催する会議に参加し、小学校・幼稚園の現状や課題を共有する。

② 幼稚園における小学校と連携した取組の具体例

① 教育課程の編成に関する小学校との連携
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79.0%（4,326）

82.0%（4,483） 82.2%（4,424）

82.2%（6,787）

89.0% (4,127)

76.9%（6,412）

78.6%（6,538）

81.5%（6,762）

82.7%（4,303）
85.2% (6,745)

77.8%（10,738）

79.9%（11,021） 81.8%（11,186） 82.3%（11,090）

86.6% (10,872)

75.0%

80.0%

85.0%

90.0%

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成21年度 平成23年度

公 立 私 立 合 計

１０ ．幼稚園における子育て支援活動実施状況

（１）子育て支援活動の実施率

子育て支援活動を実施している幼稚園は全体の86.6％であった。
（公立：89.0%、私立：85.2%）

（平成２３年度実績）

（ ）内は実施園数

（単位：園）

平成２１年度以前の母数：学校基本調査の幼稚園数
平成２３年度の母数：調査回答園数

（公立： 4,638園、私立： 7,914園、合計：12,552園）

実施した園数
（Ａ）

（（Ａ）のうち子育て支援事業に対する私学助成
（特別補助）を受けている園数）

（（Ａ）のうち子育て支援事業に関する事業とし
て市町村から委託を受けている園数※

公 立 4,127 － 77（1.9%）

私 立 6,745 3,781（56.1%） 279（4.1%）

合 計 10,872 － 356（3.3%）

（ ）内は、各項目の実施した園数（A)を母数にした割合

※厚生労働省の「次世代育成支援対策交付金」における「地域子育て支援拠点事業」を含む
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47.1

7.5

45.7

16.0

124.5

14.5

21.5

172.7

3.2

2.5

9.1

1.9

52.0

10.2

42.4

55.9

63.3

28.0

24.4

182.5

6.2

2.7

11.6

2.1

49.9

8.9

43.9

41.9

88.1

22.6

23.1

179.5

4.9

2.6

10.5

2.0

0 50 100 150 200

子育て相談（幼稚園教職員）

子育て相談（カウンセラー等外部の人材）

子育て井戸端会議

未就園児の保育

園庭・園舎の開放

子育てサークル等支援

子育て情報の提供（情報誌・紙）

子育て情報の提供（インターネット）

子育て講座・講演会（幼稚園教職員）

子育て講座・講演会（外部の人材）

保護者の保育参加

父親に重点をおいた保育参加

（日）

公立 私立 合計

65.4% (2,699)

29.6% (1,223)

33.6% (1,387)

69.2% (2,857)

82.7% (3,411)

21.5% (887)

59.9% (2,474)

19.8% (816)

32.9% (1,358)

70.8% (2,921)

77.2% (3,188)

42.1% (1,739)

55.2% (3,725)

20.3% (1,366)

25.3% (1,708)

78.0% (5,262)

74.4% (5,021)

20.0% (1,348)

43.9% (2,963)

27.4% (1,850)

27.6% (1,862)

46.2% (3,115)

59.1% (3,984)

46.2% (3,115)

59.1% (6,424)

23.8% (2,589)

28.5% (3,095)

74.7% (8,119)

77.6% (8,432)

20.6% (2,235)

50.0% (5,437)

24.5% (2,666)

29.6% (3,220)

55.5% (6,036)

66.0% (7,172)

44.6% (4,854)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育て相談（幼稚園教職員）

子育て相談（カウンセラー等外部の人材）

子育て井戸端会議

未就園児の保育

園庭・園舎の開放

子育てサークル等支援

子育て情報の提供（情報誌・紙）

子育て情報の提供（インターネット）

子育て講座・講演会（幼稚園教職員）

子育て講座・講演会（外部の人材）

保護者の保育参加

父親に重点をおいた保育参加

公立 私立 合計

（２）内容別の実施率・平均実施日数（複数回答）

① すべての幼児及びその保護者を対象とした事業

実 施 率 年間平均実施日数（１園当たり）

（ ）内は実施園数

母数：子育て支援実施園数

（公立：4,127園、私立：6,745園、合計：10,872園） 18



38.5

8.1

32.3

16.0

94.8

11.4

12.4

189.2

3.0

2.3

45.4

11.6

36.4

48.9

54.8

25.5

21.0

190.0

5.7

2.7

42.9

10.3

34.9

37.3

70.0

20.3

17.7

189.8

4.8

2.6

0 50 100 150 200

子育て相談（幼稚園教職員）

子育て相談（カウンセラー等外部の人材）

子育て井戸端会議

未就園児の保育

園庭・園舎の開放

子育てサークル等支援

子育て情報の提供（情報誌・紙）

子育て情報の提供（インターネット）

子育て講座・講演会（幼稚園教職員）

子育て講座・講演会（外部の人材）

（日）

公立 私立 合計

37.1% (1,533)

10.2% (422)

17.1% (705)

64.5% (2,661)

69.2% (2,857)

13.3% (548)

31.2% (1,287)

16.8% (695)

13.3% (550)

23.9% (988)

41.4% (2,790)

10.6% (716)

18.2% (1,230)

72.3% (4,880)

68.7% (4,633)

14.0% (943)

30.5% (2,054)

23.9% (1,610)

16.1% (1,083)

27.2% (1,833)

39.8% (4,323)

10.5% (1,138)

17.8% (1,935)

69.4% (7,541)

68.9% (7,490)

13.7% (1,491)

30.7% (3,341)

21.2% (2,305)

15.0% (1,633)

25.9% (2,821)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育て相談（幼稚園教職員）

子育て相談（カウンセラー等外部の人材）

子育て井戸端会議

未就園児の保育

園庭・園舎の開放

子育てサークル等支援

子育て情報の提供（情報誌・紙）

子育て情報の提供（インターネット）

子育て講座・講演会（幼稚園教職員）

子育て講座・講演会（外部の人材）

公立 私立 合計

② ①のうち在園児以外の幼児及びその保護者を対象とした事業

実 施 率 年間平均実施日数（１園当たり）

母数：子育て支援実施園数
（公立：4,127園、私立：6,745園、合計：10,872園） 19



71.2% (2,576)

61.4% (3,912)

64.9% (6,488)

28.8% (1,044)

38.6% (2,458)

35.1% (3,502)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立

私立

合計

３日未満

３日以上

（３）子育て支援の実施状況
（平成２４年６月１日～３０日に実施した子育て支援事業（子育て情報の提供を除く。）の実施状況）

① １週間当たりの実施日数

② １日当たりの実施時間

③ 専任の担当者の数

（ ）内は園数

（ ）内は園数

（ ）内は園数

母数：上記期間に子育て支援を実施した園の総数

母数：上記期間に子育て支援を実施した園の総数

母数：上記期間に子育て支援を実施した園の総数

92.3% (3,343)

78.3% (4,988)

83.4% (8,331)

5.5% (199)

15.4% (979)

11.8% (1,178)

2.2% (78)

6.3% (403)

4.8% (481)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立

私立

合計

１～３時間

３～５時間

５時間を超える

48.5% (1,755)

14.3% (910)

26.7% (2,665)

29.2% (1,056)

27.8% (1,769)

28.3% (2,825)

22.3% (809)

57.9% (3,691)

45.0% (4,500)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立

私立

合計

０人

１人

２人以上
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（４）幼稚園における未就園児の保育の受け入れ乳幼児数

① 平日の未就園児の保育の受け入れ乳幼児数（平成２４年６月２５日（月）～２９日（金）の５日間）

② 土曜日の未就園児の保育の受け入れ乳幼児数（平成２４年６月３０日（土）の１日間）

③ 平成２４年６月に週４日以上未就園児の保育を利用した乳幼児数

(平成２４年度に長期休業期間以外と各長期休業期間のいずれの期間も週５日以上未就園児の保育の実施を予定している幼稚園のみ回答)

※（ ）内は幼児数

公 立 私 立 合 計

受入乳幼児数（５日間） 27,253 人 152,654 人 179,907 人

１園あたり（５日間） 24.4 人/園 41.9 人/園 37.8 人/園

公 立 私 立 合 計

受入乳幼児数 705人 10,027人 10,732人

公 立 私 立 合 計

週４日以上利用する
乳幼児数の割合

（母数：週5日以上未就園児の保育を実施している幼稚園におい
て、未就園児の保育を利用する乳幼児数の合計）

10.3 ％ 49.8 ％ 47.9 ％

( 79 /764 ) ( 7879 /15835 ) ( 7958 /16599 )

うち、保護者の就労を理由として
利用する乳幼児数の割合

40.5 ％ 52.0 ％ 51.9 ％
( 32 /79 ) ( 4098 /7879 ) ( 4130 /7958 )

※実施園：公立：1,119園、私立：3,641園、合計：4,759園
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36.3% (1,498)

58.5% (2,414)

39.1% (1,615)

5.2% (213)

19.6% (807)

18.6% (768)

4.0% (167)

22.6% (934)

9.8% (403)

52.4% (2,164)

46.7% (3,148)

62.6% (4,225)

31.5% (2,128)

8.3% (563)

18.0% (1,213)

22.2% (1,495)

4.6% (311)

15.0% (1,015)

9.8% (662)

38.0% (2,566)

42.7% (4,646)

61.1% (6,639)

34.4% (3,743)

7.1% (776)

18.6% (2,020)

20.8% (2,263)

4.4% (478)

17.9% (1,949)

9.8% (1,065)

43.5% (4,730)

0% 20% 40% 60% 80%

事業実施に係る経費の確保が困難である

事業実施に係る業務のため教職員の負担が過大になっている

事業の対象者（未就園児、保護者）の利用に施設設備が対応できていない

事業の実施が、一部保護者の過度の依存を招いている

事業実施に必要な外部専門家の確保が困難である

事業実施について、地域（在園児以外の保護者）への周知が困難である

子育て相談等に係る個人情報の管理が困難である

事業実施に必要なボランティアの確保が困難である

事業実施に必要な教職員の能力が不足している（未就園児対応、相談対

応等）

事業実施に必要な専任の担当者（保育士等）の確保が困難である

公立 私立 合計

（５）実施上の課題

（ ）内は実施園数

母数：子育て支援実施園数

（公立：4,127園、私立：6,745園、合計：10,872園）
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5.5% (330)

44.6% (2,415) 46.5% (2,502) 47.0% (2,493) 52.5% (2,681)

59.7% (2,769)

46.0% (3,867)

87.6% (7,248)
88.1% (7,307) 88.8% (7,353) 89.6% (7,377) 94.2% (7,454)

29.2% (4,197)

70.6% (9,663) 71.7% (9,809) 72.5% (9,846)
75.4% (10,058)

81.4% (10,223)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成9年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成22年度 平成24年度

公立 私立 合計

１１ ．預かり保育に関する実施状況

預かり保育を実施している幼稚園は全体の81.4％であった。
（公立：59.7%、私立：94.2%）

（平成２４年６月１日現在）

（１）預かり保育の実施率

（単位：園）

実施した園数
（Ａ）

（（Ａ）のうち預かり保育事業に対する私学助
成（特別補助）を受けている園数）

（（Ａ）のうち一時預かり事業に関する事業と
して市町村から委託を受けている園数※

公 立 2,769 － 38（1.4%）

私 立 7,454 5,917（79.4%） 247（3.3%）

合 計 10,223 － 285（2.8%）

（ ）内は、各項目の実施した園数（A)を母数にした割合

平成２２年度以前の母数：学校基本調査の幼稚園数
平成２４年度の母数：調査回答園数

（公立： 4,638園、私立： 7,914園、合計：12,552園）

※厚生労働省の「次世代育成支援対策交付金」における「一時預かり事業」を含む
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（２）預かり保育を行う条件

（ ）内は実施園数

母数：預かり保育を行う条件を設定した園数（公立：1,835園、私立：2,598園、合計：4,433園）

① 条件設定の状況

② 預かり保育を行う条件（複数回答）

66.3% (1,835)

34.9% (2,598)

43.4% (4,433)

33.7% (934)

65.1% (4,856)

56.6% (5,790)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立

私立

合計

条件を設定した

条件を設定しな

かった

（ ）内は実施園数

母数：預かり保育実施園数

76.1% (1,397)

73.6% (1,350)

74.4% (1,366)

43.3% (794)

34.6% (634)

97.3% (2,528)

92.4% (2,401)

75.7% (1,966)

58.4% (1,518)

67.1% (1,742)

88.5% (3,925)

84.6% (3,751)

75.2% (3,332)

52.2% (2,312)

53.6% (2,376)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保護者の就労

保護者の他の子供の学校行事参加等

保護者の近親者（高齢者等）の介護等

保護者のボランティア活動等の社会参加

保護者の育児からのリフレッシュ等

公立 私立 合計
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1.1% (29)

0.0% (1)

0.3% (30)

7.4% (205)

0.3% (20)

2.2% (225)

34.5% (951)

2.5% (189)

11.2% (1,140)

21.9% (603)

19.2% (1,431)

19.9% (2,034)

25.5% (703)

48.5% (3,613)

42.3% (4,316)

9.4% (260)

27.5% (2,045)

22.6% (2,305)

0.3% (8)

2.0% (150)

1.5% (158)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公

立

私

立

合

計

教育時間開始前のみ 午後3時以前 午後3～4時

午後4～5時 午後5～6時 午後6～7時

午後7時を超える

3.8% (104)

3.0% (84)

2.1% (58)

8.7% (240)

58.6% (1,622)

7.0% (194)

0.0% (1)

16.5% (456)

0.2% (12)

0.4% (28)

0.9% (68)

3.5% (258)

73.4% (5,468)

21.1% (1,570)

0.1% (6)

0.5% (39)

1.1% (116)

1.1% (112)

1.2% (126)

4.9% (498)

69.4% (7,090)

17.3% (1,764)

0.1% (7)

4.8% (495)

0% 20% 40% 60% 80%

１ 日

２ 日

３ 日

４ 日

５ 日

６ 日

７ 日

その他

公立 私立 合計

（３）預かり保育の実施日数等

① 長期休業期間中以外の実施状況

（ⅰ）週当たりの実施日数 （ⅱ）預かり保育の終了時間

（ ）内は実施園数

（ ）内は実施園数

母数：預かり保育実施園数（公立：2,769園、私立：7,454園、合計：10,223園）

母数：長期休業期間中以外に預かり保育を実施している園の総数
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9.5% (263)

0.1% (2)

0.1% (4)

6.3% (174)

0.3% (8)

0.0% (1)

34.3% (950)

10.5% (782)

0.0% (3)

0.0% (3)

4.9% (367)

1.9% (143)

0.3% (24)

66.4% (4,947)

10.2% (1,045)

0.0% (5)

0.1% (7)

5.3% (541)

1.5% (151)

0.2% (25)

57.7% (5,897)

0% 20% 40% 60% 80%

夏季休業日のみ

冬季休業日のみ

春季休業日のみ

夏季及び冬季休業日

夏季及び春季休業日

冬季及び春季休業日

夏季、冬季及び春季休業日

公 立 私 立 合計

4.4% (62)

1.8% (112)

2.3% (174)

2.1% (29)

1.9% (119)

1.9% (148)

2.5% (35)

3.0% (185)

2.9% (220)

1.9% (27)

4.3% (268)

3.8% (295)

6.1% (86)

5.0% (316)

5.2% (402)

22.5% (316)

15.5% (969)

16.8% (1,285)

60.4% (847)

68.6% (4,300)

67.1% (5,147)

0% 25% 50% 75% 100%

1～3時間 3～4時間 4～5時間 5～6時間

6～7時間 7～8時間 8時間を越える

母数：長期休業期間中に預かり保育を実施している園の総数

（ ）内は実施園数

公立

私立

合計

② 長期休業期間中の実施状況

（ⅰ）実施状況 （ⅱ）実施時間数

（ ）内は実施園数

（３）預かり保育の実施日数等

母数：預かり保育実施園数（公立：2,769園、私立：7,454園、合計：10,223園） 26



（４）預かり保育受入れ幼児数等

① 平日の預かり保育の受入れ幼児数（平成２４年６月２５日（月）～２９日（金）の５日間）

② 土曜日の預かり保育の受入れ幼児数（平成２４年６月３０日（土）の１日間）

③ 平成２４年６月に週４日以上預かり保育を利用した幼児数

(平成２４年度に長期休業期間以外と各長期休業期間のいずれの期間も週５日以上預かり保育の実施を予定している幼稚園のみ回答)

※（ ）内は幼児数

公 立 私 立 合 計

受入幼児数（５日間） 135,656 人 705,949 人 841,605 人

受入幼児数（１日間）※ 27,131 人 141,190 人 168,321 人

１園あたり（１日間） 12.1 人/園 19.5 人/園 17.8 人/園

公 立 私 立 合 計

受入幼児数 2,417 人 13,102 人 15,519 人

公立 私立 合計

週４日以上利用する幼児数の割合
（母数：週5日以上預かり保育を実施している幼稚園の

園児数の合計）

27.1 ％ 9.2 ％ 10.6 ％
( 21,149 / 77,997 ) ( 87,109 / 943,806 ) ( 108,258 / 1,021,803 )

うち、保護者の就労を理由として
利用する幼児数の割合

87.0 ％ 81.3 ％ 82.4 ％
( 18,400 / 21,149 ) ( 70,813 / 87,109 ) ( 89,213 / 108,258 )

※実施園：公立：2,244園、私立：7,230園、合計：9,474園
※「受入幼児数（１日間）」については、「受入幼児数（５日間）」を５で割った値
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66.1% (1,346)

60.7% (4,370)

61.9% (5,716)

26.3% (535)

33.2% (2,389)

31.6% (2,924)

7.0% (143)

5.6% (404)

5.9% (547)

0.5% (11)

0.5% (34)

0.5% (45)

0.0% (3)

0.0% (3)

0.0% (1)

0.0% (1)

0.0% (1)

0.0% (3)

0.0% (4)

0% 25% 50% 75% 100%

公立

私立

合計

１～１０人

１１～２０人

２１～３０人

３１～４０人

４１～４５人

４６～５０人

５１人～

（ ）内は実施園数

母数：平成24年6月25日に預かり保育を実施した園の総数

（５）預かり保育における保育担当者の状況

① 預かり保育のための人員確保状況

② 預かり保育における保育担当者１人当たりの幼児数

56.1% (1,553)

62.2% (4,638)

60.6% (6,191)

43.9% (1,216)

37.8% (2,816)

39.4% (4,032)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立

私立

合計

人員確保を

行った

人員確保を行

わなかった

母数：預かり保育実施園数

（ ）内は実施園数

（平成24年6月25日（月）における預かり保育担当者（補助者含む）１人あたりの幼児数）
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（５）預かり保育における保育担当者の状況

③ 預かり保育の担当者における幼稚園教諭免許と保育士資格の併有状況

（６）預かり保育における料金徴収の状況

63.9% (4,934)

72.9% (25,438)

71.3% (30,372)

20.3% (1,565)

19.6% (6,856)

19.8% (8,421)

2.0% (157)

1.3% (458)

1.4% (615)

0.4% (28)

0.3% (103)

0.3% (131)

1.9% (146)

1.2% (426)

1.3% (572)

11.6% (893)

4.6% (1,618)

5.9% (2,511)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立

私立

合計

幼稚園教諭免許と保育士資格併

有

幼稚園教諭免許のみ

保育士資格のみ

上記以外の幼稚園教諭免許状（臨

時免許状など）

幼稚園教諭の免許状はないが、そ

れ以外の教員免許有

その他（教員免許がなく、保育士資

格もないなど）

33.7% (934)

15.6% (1,165)

20.5% (2,099)

37.0% (1,025)

74.6% (5,564)

64.5% (6,589)

8.2% (226)

5.5% (412)

6.2% (638)

21.1% (584)

4.2% (313)

8.8% (897)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立

私立

合計

料金･実費とも徴収

料金のみ徴収

実費のみ徴収

料金･実費とも不徴収

（ ）内は担当者数

母数：預かり保育の担当者総数

母数：預かり保育実施園数

（ ）内は実施園数

※ 「実費を徴収」とは、保育料以外のおやつ
代、光熱費等の実費を徴収している場合。

（料金に実費が含まれている場合には、「料
金のみ徴収」に区分。）
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（７）預かり保育を実施していない理由（複数回答）

（ ）内は未実施園数

母数：預かり保育未実施園数（公立：1,869園、私立：460園、合計：2,329園）

29.9% (558)

24.6% (460)

27.4% (512)

21.8% (408)

33.2% (621)

40.2% (752)

37.6% (173)

21.5% (99)

41.5% (191)

24.1% (111)

28.9% (133)

18.5% (85)

31.4% (731)

24.0% (559)

30.2% (703)

22.3% (519)

32.4% (754)

35.9% (837)

0% 10% 20% 30% 40% 50%

保護者等からの要請が少ないため

預かり保育実施に係る経費の確保が困難であるため

預かり保育実施に係る業務のため教職員の負担が過大なため

預かり保育の実施に施設設備が対応できていないため

事業実施に必要な人員の確保が困難であるため

その他

公立

私立

合計
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